別記第５号様式
チェックリスト（ルート３用）　構造種別：RC造(特定天井付き)(黄色本2015版対応)
Ver.031-1710
別記第５号様式



判定チェックリスト（ルート３用）　構造種別：RC造
	建築物の名称
	

	建築物の番号
	


	チェックリストの内容は、政令・関連技術的助言の改正等に応じて、適時修正される。


以下の表中、記載頁の欄に記入する図書名の略称は次による。


図書名の略記　①：＿＿＿＿＿＿＿　＿＿＿＿＿、　②：＿＿＿＿＿＿　＿＿　＿＿＿＿、　③：＿＿＿＿＿＿＿　　＿＿＿＿＿、　④：＿＿＿＿＿　　＿＿＿＿＿＿＿
１．構造全般に関する審査項目

施行規則第１条の３　表一　関係

	チェック項目
	審査・判定事項
	判定結果

	
	
	記載頁
	審査・判定の経過
	判定

	1-1特記仕様の記載
	1) 工事の実施に必要な特記仕様が漏れなく記載されているか。特に、

　・コンクリート強度管理に関する事項

　・鉄筋の圧接管理に関する事項

　・ボーリング調査におけるＧＬ（KBM）と設計ＧＬの位置関係

　・構造スリット仕様

　・鉄筋に対するコンクリートのかぶり厚
	
	□特に問題なし

□不適切な箇所あり→
	

	1-2 基礎伏図
	1) 構造耐力上主要な部分である部材の位置、寸法、構造方法及び材料の種別、開口部の位置、形状及び寸法が、記載され（、それらが意匠図と整合し）ているか。特に、通り心、柱心、杭心の位置関係。
	
	□特に問題なし

□不適切な箇所あり→
	

	1-3 各階床伏図
	1) 構造耐力上主要な部分である部材の位置、寸法、構造方法及び材料の種別、開口部の位置、形状及び寸法が、記載され（、それらが意匠図と整合し）ているか。特に、通り心、柱心の位置関係、壁の位置。
	
	□特に問題なし

□不適切な箇所あり→
	

	1-4 小屋伏図
	1) 構造耐力上主要な部分である部材の位置、寸法、構造方法及び材料の種別、開口部の位置、形状及び寸法が、記載され（、それらが意匠図と整合し）ているか。
	
	□特に問題なし

□不適切な箇所あり→
	

	1-5 軸組図
	1) 構造耐力上主要な部分である部材の位置、寸法、構造方法及び材料の種別、開口部の位置、形状及び寸法が、記載され（、それらが意匠図と整合し）ているか。特に、構造スリットの設置位置。
	
	□特に問題なし

□不適切な箇所あり→
	

	1-6 構造詳細図
	1) 鉄筋の配置、径、継手及び定着の方法、鉄筋に対するコンクリートのかぶり厚さに不適切なものはないか。
	
	□特に問題なし

□不適切な箇所あり→
	

	1-7 部材断面リスト
	1) 構造耐力上主要な部分である部材の断面形状が記載され、意匠図との矛盾はないか。
	
	□特に問題なし

□不適切な箇所あり→
	

	
	2) 主筋・補強筋は断面に納まるか。仕様（鉄筋間隔、かぶり厚さ）は法令（令77条、令78条、令78条の2、令79条、平13国交告1372号）を満たしているか。
	
	□法令を満たし、特に問題なし

□不適切→
	

	1-8 施工方法等計画書
	1) 打ち込み杭地業の場合、確実な杭耐力確保の方法について記載があるか。
	
	杭地業名：□打ち込み杭　□埋込杭　□場所打ち杭
打ち込み杭の場合、確実な杭耐力確保の方法について記載が　

□ある　□ない
	

	
	2) 以下の点が明記されているか。

　・コンクリート強度試験方法、調合及び養生方法

　・型枠の取り外し時期及び方法

・特殊な工法（機械式継手など）を用いる場合の検査方法
	
	□適切な記載あり

□適切な記載なし→
	


H19告835号別表　関係
２．構造計算概要関係
	チェック項目
	審査・判定事項
	判定結果

	
	
	記載頁
	審査・判定の経過
	判定

	2-1 構造計算

ルート等
	1) 保有水平耐力計算ルートの選択が可能な高さか（令81条）。
	
	□ルート選択可　　建物高さ→　　　　　　　　≦60m
	

	
	2) 計算プログラム使用の場合、名称と大臣認定の有無を確認する。
	
	使用計算プログラム、Ver.→

大臣認定取得：　□なし　□あり→
	

	2-2　構造計算チェックリスト
	1) 一貫計算プログラムの場合、チェックリストに入力データリストの添付を確認し、チェックリスト記載内容を入力データリストと照合してプログラムの適用に関する問題の有無を審査する。
	
	チェックリスト添付：□あり　□なし

入力データリスト添付：□あり　□なし

プログラム適用に関する問題点：

□なし　□あり→
	

	2-3　使用構造材料一覧表
	1) 構造耐力上主要な部分に使用する構造材料の全てについて、その種別、規格、使用部位が記載されているか。
	
	□特に問題なし

□問題あり→
	

	
	2) 使用構造材料一覧表の記載が、構造図に特記された使用材料、使用区分と整合しているか。また、これらは、一貫計算プログラムの出力と整合しているか。
	
	□構造図と計算書の記載が一致している。

□不一致がある→
	

	
	3) 許容応力度・材料強度が記載されているか。それらは法令（平12建告2464号、平12建告1450号）に従った数値か。異なる場合その根拠が記載されており、不適切なものはないか。
	
	□特に問題なし

□不適切な記載あり→
	

	
	4) 法令（法37条、平12建告1446号）で指定された材料を構造上主要な部材に用いているか。使用している場合は、それに関する上記許容応力度等の情報及び認定番号の記載があるか。
	
	□大臣認定材料の使用なし

□認定材料使用あり→認定Ｎｏ．

　　
	

	
	5) 大臣認定品の場合、認定書の写し(別添含む)が添付されているか。許容応力度・材料強度は認定の指定条件を満たすか。
	
	認定書写しの添付：□あり　□なし

使用の適切性：□適切　□不適切→
	

	
	6) 材料のヤング係数の設定根拠は記載されているか。採用されたコンクリートのせん断弾性係数はヤング係数との関係において適切か。
	
	□一貫計算プログラムの自動設定
□使用材料毎の直接入力
コンクリートのＥ→     　　N/mm2　　　　コンクリートのG→　　　　 N/mm2
鉄筋のＥ→     　　　N/mm2
準拠資料→□学会RC規準　□その他→
	

	2-4 令73条、77条二号～六号、78条、78条の２第１項第三号の仕様規定適用除外の検討
	1) 令73条（鉄筋の継手及び定着）、令77条二号～六号（柱の構造）、令77条の２第2項（床の構造、PC版）、令78条（梁の構造）、令78条の２第１項第三号（耐力壁）の仕様規定適用除外の対応がある場合、その扱いは法令（平19国交告594号または平12建告1463号）に従っているか。
	
	1．令73条 梁主筋の柱への定着

□平23国交告432号第1に規定する構造計算

□AIJのRC規準2010年版の17条に規定する構造計算

□JASS5（2009年版）の表10．6の投影定着長さ（25d, 20d, 15d）
□評価機関等の評価

（評価で条件付けられた設計を実施し、仕様を満足）→

　上記の扱いについて

□適切　　　　□不適切→

2．令73条 鉄筋の継手（平12建告1463号）
□圧接継手

□溶接継手
　　　着目点（継手の使用可所、部材種別と継手の等級の対応）

□機械式継手
□平12建告1463号に規定する構造計算
□評価機関等の評価→

上記の扱いについて

□適切　　　　□不適切→

3．その他（77条二号～六号、77条の２第2項、78条、

78条の２第１項第三号）の適用除外
　　□有り（令　　　　　　　　　　　　条）　　□無し

　　有りの場合、その扱い方法→

上記の扱いについて

□適切　　　　□不適切→
	

	2-5 特別な調査研究の結果等説明書
	1) 法68条の26に基づく大臣認定の構造方法、その他特殊な構造方法等が使用される場合、その認定番号、使用条件及び内容並びに大臣認定の範囲内使用を確認する。
	
	構造方法等の名称→

認定番号→

使用方法：□認定範囲内　□範囲外→
	

	
	2) 特別な調査・研究に基づき構造計算を行っている場合、その検討内容に不適切なものはないか。
	
	特別な調査・研究の概要→

特別な調査・研究の適切性；

□特に問題なし　  □不適切→
	

	
	3) H25国交告771号第2に規定する特定天井はあるか。
	
	□あり

□なし
	

	
	4) H25国交告771号第3第2項第二号[特定天井]に定める構造方法が使用されている場合、その検討内容が明記され、かつその内容が適切であるか。
	
	1. 天井面の構成部材の剛性と強度について

□特に問題なし　    □不適切→

2. 天井の吊り材と斜め材の許容耐力について

□特に問題なし　    □不適切→

3. 壁等と天井とのクリアランスについて

□特に問題なし　    □不適切→

4. その他の振動（風圧力）および衝撃について

□特に問題なし　    □不適切→
	


３．令８２条各号の規定関係
	チェック項目
	審査・判定事項
	判定結果

	
	
	記載頁
	審査・判定の経過
	判定

	3-2 基礎地盤説明書
(注：3-1項、欠番)
	1) 法令（平13国交告1113号）に則った地盤調査が行われているか。
	
	地盤調査方法：
□ボーリング調査　□標準貫入試験　□静的貫入試験　□ベーン試験　

□土質試験  □物理探査　□平板載荷試験　□載荷試験　□くい打ち試験　□引抜き試験 □孔内水平載荷試験　□液状化測定
	

	
	2) 地層構成、支持地盤および建物位置（地下部分を含む）が記されているか。
	
	□基礎の根入れ深さなどが構造図に明示され、図面間の不整合がない。

支持地盤の地層→
	

	
	3) 地階の有無および地下水位が明記されているか。
	
	地階：　□あり　　□なし

地下水位→
	

	
	4) 基礎工法（地盤改良を含む）の種別、位置、形状寸法および使用材料の種別が記されているか。
	
	基礎工法→
	

	
	5) 構造計算において用いた支持層の位置及び地盤調査の結果により設定した地盤の特性値（N値、柱状図など、地盤や杭の許容耐力を求めるのに必要なもの）が記されているか。
	
	支持地盤選択の適切性：

□特に問題なし　□不適切→

地盤や杭の許容耐力の設定：

情報取得；□十分　□不十分→
	

	
	
	
	
	

	
	6)　直接基礎が擁壁に近い場合、基礎底面が擁壁法尻から安息角以下の深さに設置されているか。
	
	□該当しない

□該当する 　　　チェック箇所→
□特に問題なし　□不適切
	

	3-3 略伏図
	1) 各階の構造耐力上主要な部分である部材（接合部を含む）の種別、名称、配置及び寸法、開口部の位置、その他構造計算において用いた数値との関係に関する情報(心ずれなど)が記載されているか。
	
	□特に問題なし

□不適切な箇所あり→
	

	
	2) 特殊な荷重がある場合その作用位置が明記されているか。
	
	□あり　特殊な荷重の名称→
	

	3-4 
(1) 略軸組図          
	1) 全構面について、全部材（接合部を含む）の種別、配置及び寸法（長さ）、開口部の位置その他の構造計算において用いた数値との関係に関する情報(構造スリットに関する情報など)が記載されているか。
	
	□特に問題なし

□不適切な箇所あり→
	

	
	2) 建物の特殊形状（架構の折曲がり、陸立ち柱、梁の傾斜、セットバック、吹抜け等）が表記されているか。
	
	架構の折れ曲がり；□なし　□あり→

陸立ち柱；□なし　□あり→

梁の傾斜；□なし　□あり→

セットバック；□なし　□あり→

吹抜け；□なし　□あり→

その他の不整形；□なし　□あり→
	

	
	3) 構造スリットの有無、場所を確認する。スリット幅がCo=0.2の地震力による層間変位に対応しないほど小さい場合、その設定根拠が構造計算書に記載され、内容に不適切なものはないか。
	
	□特に問題なし

□設置場所が不適切→

□幅が不適切→
	

	
	4) ピロティ形式を含む建築物の場合、設計方針が示され、かつその検討内容に不適切なものはないか。
	
	□該当なし　　□該当あり→
設計方針の記述　□なし　□あり → □特に問題なし　□不適切
ピロティ形式の柱に対する軸力制限値を満足するか。
□特に問題なし　□不適切
ピロティ形式の上階の梁について、上下階の応力伝達に抵抗しうる構造となっているか。　　　□特に問題なし　□不適切
ピロティ形式直上階のスラブの面内せん断耐力は十分か。
□特に問題なし　□不適切
技術基準解説書で定義するピロティ階の場合、同規準に準拠するか。
□該当なし　□該当する → □特に問題なし　□不適切
	

	3-4 
(2) 隣棟間隔                
	5) EXP.Jがある場合、有効間隔の設定根拠が構造計算書などに記載され、相互に衝突しないことを確認しているか。
	
	□ 特に問題なし
EXP.J有効間隔→

中地震時隣棟との離間距離；min→　　　　　　　　　　　max→

□不適切→
	

	
	6) 地上部分を別棟とし構造上分離し、地下部分（基礎など）を一体とする構造の場合、地上部分の振動（特に逆位相）により生じる地下部分の応力に対し、構造上の問題はないか。
	
	□該当しない

□特に問題なし　

□不適切
	

	3-5 部材断面表
	1) 部材断面について、構造図と計算書の出力は整合しているか（断面寸法、主筋鋼種・本数・径、補強筋鋼種・径・ピッチ）。
	
	□特に問題なし

□不整合→

	

	
	3-6 荷重・外力計算書
	
	
	

	3-6

(1) 固定荷重
	1) 材料の単位重量の設定に不適切なものはないか。
	
	□特に問題なし

□不適切→
	

	
	2) 意匠図の仕上げ仕様と固定荷重の設定値は整合しているか。
	
	□特に問題なし

□不整合→
	

	3-6

 (2) 積載荷重
	3) 積載荷重は意匠図の各部の使用用途に応じ、法令（令85条）に定められた数値か。否の場合、その設定根拠が示され、その内容に不適切なものはないか。
	
	□法令に適合

□一部法令に規定のない数値を採用

□適切な根拠に基づいている

□不適切→
	

	
	4) 特殊荷重（大規模な設備、塔屋その他の固定的積載荷重、補正用荷重）はあるか。また、その数値、その算出方法および荷重の位置に不適切な点はないか。
	
	□該当なし

□あり；適切に積算されている

□あり；積算不適切→

	

	3-6

 (3) 積雪荷重
	5) 建設地域に対応して法令（令86条、平12建告1455号、特定行政庁の規則）に従い設定されているか。
	
	□法令、規則に適合

□法令、規則に不適合→
	

	
	6) 独特の配慮をしている場合、不適切な配慮はないか。
	
	□該当なし

□独特の配慮あり；適切

□独特の配慮あり；不適切→
	

	3-6

（4）地震荷重
	7) 地域係数は建設地に応じた値として、法令（昭55建告1793号）に従っているか。
	
	□法令に適合

□不適合→
	

	
	8) 地盤種別は添付の地盤調査資料と整合するか。
	
	□整合

□不整合→
	

	
	9) 地上部分と地下部分の設定が、建物立面形状・地下階の状況に応じているか。
	
	□特に問題なし

□不適切→
	

	
	10) 設計用一次固有周期算定用の建物高さは、適法か。
	
	□法令に適合　高さ→　　　　　　　 m

□法令に不適合→
	

	
	11) Rtの計算で、設計用一次固有周期を精算で求める場合、部材剛性は初期剛性を用い、基礎バネは用いないこととしているか。
	
	□ＹＥＳ
□ＮＯ；部材剛性→

基礎バネ→
	

	
	12) 層せん断力の高さ方向の分布は、Ai分布によるか。
	
	□法令に適合

□不適合→
	

	
	13) 地下部分の地震力の設定は法令（令88条）に従っているか。
	
	□法令に適合

□不適合→
	

	
	14) 地震荷重計算用の建物重量（階の建物重量をその階の床面積で除した数値）は、相場の値か。
	
	抜き取りした階の名称：

その数値=    　　　　kN/m2
	

	
	15) 特殊な形状（非剛床、スキップフロア等）に対する地震力設定の方針（考え方）が示されているか。またその内容に不適切なものはないか。
	
	□特に問題なし

□不適切→
	

	
	16) [地階を除く階数≧４]又は[高さ＞20m]の建物で、高さ2mを超える屋上突出物、屋外階段等の場合、法令（平19国交告594号）に従う構造計算としているか。
	
	□設計用水平力について

□ [水平震度≧1.0Z]を採用

□屋外階段等の場合、屋上で1.0Z、それ以下は高さに応じてフロアレスポンスを考慮した数値を採用

□不適合→

□突出部分の局部的な応力割増の影響がこれらを支える本体構造に及ぶ場合、その影響を考慮しているか。

□特に問題なし　　□不適切→
	

	
	17) 建物の外壁から2mを超えて突出する片持ちバルコニー等の場合法令（平19国交告594号）に従う構造計算としているか。
	
	□法令に適合

　　□[鉛直震度≧1.0]として短期許容応力度計算
　　□長期応力を1.33倍以上とし長期許容応力度計算

□不適合→
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 (5) 風圧力
	18) 法令（平12建告1454号）に従い、建設地の敷地状況に応じた粗度区分となっているか。
	
	□法令に適合

□不適合→
	

	
	19) 基準風速、速度圧、風力係数は、法令（平12建告1454号）に従い設定されているか。
風力係数を風洞実験により定める場合、試験結果資料が添付されているか、またその実験方法に不適切なものはないか。
	
	□法令に適合

□不適合→

風洞実験データの採用　

資料の添付；□なし　　　　
□あり；適切  □あり；不適切→
	

	
	20) 特殊な立面形状等の場合、風荷重設定の根拠が示されているか。また、その内容に不適切なものはないか。
	
	□特に問題なし

□不適切→
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 (6)その他の荷重
	21) 地中部分に作用する土圧力、水圧力の設定方針が示され、その内容に不適切なものはないか。
	
	□土圧考慮；□特に問題なし　□不適切→

□水圧考慮；□特に問題なし　□不適切→
	

	
	22) 片土圧が作用する場合、基礎杭の長期および短期設計用外力の設定に、不適切なものはないか。
	
	□該当なし

□特に問題なし

□不適切→
	

	
	23) 上記の他に考慮した荷重外力がある場合、設定の根拠が示され、その内容に不適切なものはないか。
	
	□該当なし

□その他荷重あり→

□特に問題なし    □不適切→
	

	
	3-7 応力計算書（応力算定）
	
	
	

	3-7 

(1) 鉛直荷重時大梁のC, Mo, Q
	1) 全架構について記載されているか。
	
	□全架構の記載あり

□欠落あり→

□鉛直荷重時の応力図から類推できる
	

	
	2) 全体を概観し、特異な数値はないか。
	
	チェックした構面→
□特に問題なし

□数値確認→
	

	(2)応力計算の基本仮定

	3) 一次設計の応力解析用の計算モデルが記載されているか。
	
	□立体モデル　□疑似立体モデル　□平面モデル

□記載なし
	/

	
	4) 応力解析に用いる架構モデルのスパン、階高、部材の接続位置と接続状況（剛接合、ピン接合など）、剛域長さ、外力の種類と作用位置は、構造図に示された架構の形態・詳細を適切に反映し、かつ解析プログラムの適用範囲を満たすものか。
	
	□解析モデルのスパンと階高

□特に問題なし　　□不適切→

□部材の接続位置と接続状況（剛接合、ピン接合など）

□特に問題なし　　□不適切→

□剛域長さ

□特に問題なし　　□不適切→

□外力の種類と作用位置

□特に問題なし　　□不適切→
	

	
	5) 構造部材と非構造部材の判別は法令（平19国交告594号）によるか。
	
	□法令に準拠している

□一貫計算プログラムでディフォルトとしてn=1.0としている

□別に定めている→

	

	
	6) 有開口壁の剛性と耐力の評価は、法令（平19国交告594号）によるか。
	
	開口による剛性低下考慮；□なし　□あり

□特に問題なし

□不適切→
	

	
	7) ひび割れによる剛性低下を考慮する場合、その低減率の算定根拠が示されているか。また、その内容に不適切なものはないか。
	
	ひび割れによる剛性低下考慮；

□なし　□あり→低減率算定根拠又は採用した低減率の値：

□特に問題なし　   □不適切→
	

	
	8) 最下階の支持条件は基礎・杭の詳細を反映しているか。基礎バネを設ける場合、その数値の設定根拠が示され、基礎又は基礎杭の接する地盤が弾性状態にあることを確認しているか。また、その内容に不適切なものはないか。
	
	採用支持条件→

□特に問題なし

□不適切→
	

	
	9) 梁の剛性評価に際して、スラブの協力幅の計算根拠が示されているか。また、その内容に不適切なものはないか。
	
	□特に問題なし

□不適切→
	

	
	10) 剛域の設定方法が示されているか。また、その内容に不適切なものはないか。
	
	□特に問題なし

□不適切→
	

	
	11) 剛床仮定の適用にあたり考慮すべき事項はあるか。

①大きな吹き抜けや床幅の絞られた部分がないか。

②上下の階で架構の剛性の急変がないか。

（下階壁抜け、ラーメンから壁付き架構への移行、剛性の高い地下外壁など）
	
	□大きな吹き抜けがある　場所→

□床幅の絞られた部分がある　場所→

□架構の剛性の急変がある　場所→
	

	
	12) 剛床仮定の適切性に関し、スラブを介してせん断力を伝達させる必要がある場合、スラブの面内せん断耐力は十分か。

　
	
	□大きな吹き抜け　チェック箇所→

□特に問題なし　□不適切→

□床幅の絞られた部分　チェック箇所→

□特に問題なし　□不適切→

□下階壁抜け　チェック箇所→

□特に問題なし　□不適切→

□ラーメンから壁付き架構への移行　チェック箇所→

□特に問題なし　□不適切→

□剛性の高い地下外壁　チェック箇所→

□特に問題なし　□不適切→

□その他　チェック箇所→

□特に問題なし　□不適切→
	

	
	13) 不規則な断面を有する部材のモデル化に、不適切なものはないか。
	
	□特に問題なし

□不適切→
	

	
	14) 柱の軸伸縮の扱いは適切か。
	
	鉛直荷重時の軸伸縮　□考慮する　□考慮しない

水平荷重時の軸伸縮　□考慮する　□考慮しない

上記の扱いの適切性：□特に問題なし　□不適切→
	

	
	15) 耐力壁のモデル化の方法（壁エレメント置換など）が示されているか。
	
	モデル化の方法：□壁エレメント置換　□その他の方法→

□特に問題なし　□不適切→
	

	
	16) 非構造部材で剛性率・偏心率の計算に考慮する部材がある場合、それらが略伏図等に明示され、その剛性評価に不適切なものはないか。
	
	チェックした構面→
□特に問題なし　

□不適切→
	

	
	17) 袖壁、垂れ壁、腰壁がある場合、柱と梁の剛性への影響はどのように考慮されているか。また、その内容に不適切なものはないか。
	
	□該当なし

□影響考慮　準拠資料→

□特に問題なし　□不適切→
	

	
	18) 方立壁がある場合、梁の部材設計への影響はどのように考慮されているか。また、その内容に不適切なものはないか。
	
	□該当なし

□影響考慮　準拠資料→

□特に問題なし　□不適切→
	

	
	19) 応力解析で、杭引き抜き・基礎浮き上がりを考慮した非線形解析の場合、正負２方向の計算結果が明示されているか。
	
	□該当なし

□正負２方向計算結果が示されている　

□否→
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 (3)部材剛性図
	20) 全架構について、応力計算に考慮する部材の断面積と断面二次モーメントまたは部材剛性倍率が記載されているか。また、その数値に不適切なものはないか。

	
	チェックした部材名とその結果；
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 (4)鉛直荷重時応力
	21) 全架構の応力図があるか。
	
	□全架構の応力図あり

□欠落あり→


	

	
	22 全体として特異な数値や応力状態はないか。
	
	チェックした構面→
□特に問題なし

□問題あり→
	

	
	23) 節点周りの応力は釣り合っているか。
	
	□一貫計算プログラムにより自動計算

□チェックした節点名とその結果；
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 (5)水平荷重時応力
	24) 全架構の応力図があるか。
	
	□全架構の応力図あり

□欠落あり→
	

	
	25) 全体として特異な数値や応力状態はないか。
	
	チェックした構面→
□特に問題なし

□問題あり→
	

	
	26) 節点周りの応力は釣り合っているか。
	
	□一貫計算プログラムにより自動計算

□チェックした節点名とその結果；
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 (6)水平力分担
	27) 水平力分担表・水平力分担図で、水平力の値が前項までと整合するか。また耐力壁（付帯柱を含む）の負担せん断力の層せん断力に対する割合が記載されているか。
	
	□一貫計算プログラムにより自動計算

□水平力の値についてチェック箇所→

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　□整合　□不整合

耐力壁の負担せん断力の割合が50％を超える階と方向→
	

	
	28) 柱、壁の負担せん断力は応力図の値と整合するか。
	
	□一貫計算プログラムにより自動計算

□チェック箇所→

□整合　　□不整合
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 (7)軸力表
	29) 全階の柱の軸力が記載されているか。
	
	□全階の柱軸力が記載されている

□欠落あり　柱名→
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 (8)基礎反力図
	30) 基礎反力の合計が地震力算定用建物重量と一致しているか。
	
	□おおむね一致 

（反力の合計　　　　　　　　　　　　　建物重量　　　　　　　　　　　）

□不一致　→
	

	
	31) 水平荷重時反力が、XY両方向とも記載されているか。
	
	□両方向記載　

□欠落→　　　　　　方向
	

	
	32) 全体として、特異な数値は無いか。
	
	□特に問題なし

□問題あり　場所→
	

	
	33) 基礎の浮き上がりの検討で、地下水圧の影響が考慮されているか。
	
	□特に問題なし

□不適切→
	

	
	34) 水平荷重時に基礎浮き上がりがある場合、対処方法が記載され、その内容に不適切なものはないか。
	
	□特に問題なし

□不適切→
	

	
	3-8　断面計算書（断面検定）
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 (1) 断面検定方針
	1) 鉛直荷重に対する断面検定で、積雪荷重の扱い方針が示され、不適切なものはないか。
	
	□令３章８節の規定通りの取り扱い（断面検定）をしている
□断面検定を省略している

取り扱い方針の記述　□あり　□なし→

ありの場合　□特に問題なし　□不適切→
	

	
	2) 水平荷重に対する断面検定で、風圧力の扱い方針が示され、不適切なものはないか。
	
	□令３章８節の規定通りの取り扱い（断面検定）をしている
□断面検定を省略している

取り扱い方針の記述　□あり　□なし→

ありの場合　□特に問題なし　□不適切→
	

	
	3) 耐力壁付き剛接架構で [耐力壁の負担せん断力＞層せん断力の50％] の場合、柱（耐力壁の端部の柱を除く）の許容応力度計算で設計応力を法令に従い割り増しているか。
	
	□法令に適合→□平19告594号（設計せん断力QD=0.25NCi）

□技助1335号（架構の剛性低下を考慮した増分解析）
□不適合→
	

	
	4) [地階を除く階数≧４]又は[高さ＞20m]の建物で架構の端部に設ける柱が、[長期軸力≧0.2Wi (Wi　=階が支える常時荷重)]の場合、法令（平19国交告594号）に従う扱いとしているか。
	
	□法令に適合

□地震力の斜め方向入力による許容応力度計算

□ Co≧0.25で桁行・張間方向を許容応力度計算（特別の調査研究）　

□不適合→
	

	
	5) 部材の算定で、土水圧が作用する場合、それらが適切に考慮されているか。
	
	□不当に無視→

□特に問題ない

□不適切→
	

	
	6) 正曲げと負曲げに対する引張鉄筋の重心位置の設定は適切か？
	
	チェック箇所→

□適切　□不適切→
	

	
	7) 柱、梁及び耐力壁の設計用せん断力の算定式は、法令（平19国交告594号第四）に拠っているか。
	
	□法令に則り設定

□否→
	

	
	8) 部材の耐力算定に際し、算定式の適用範囲内で用いられているか。
	
	□特に問題ない

□不適切→
	

	3-8 

 (2) 梁の断面検定表
	9) 必要な位置で断面検定しているか（端部フェース位置、中央、断面変化のハンチ端など）。
	
	□断面検定位置適切

□検定欠落箇所あり→
	

	
	10) 設計用応力（M, Q）と応力図が整合しているか。
	
	□一貫計算プログラムにより自動計算

□チェック箇所→

□整合　　□不整合
	

	
	11) 曲げとせん断に対する検定比はそれぞれ1.0以下か。
	
	□一貫計算プログラム使用の場合、エラーメッセージが無く正常終了。

□チェックした構面→
□検定比は全て1.0以下　　
□否→
	

	
	12) あばら筋の配筋が端部と中央部で異なる場合、中央部のせん断設計は適正か。
	
	チェック箇所→

□適切　　□不適切
	

	
	13) 付着応力の検討に不適切なものはないか。定着長など図面の記載と整合するか（付着応力度の検討＝１次設計）。
	
	チェック箇所→

準拠資料

□：RC規準2010年版の付着検討方法

□：その他→

□特に問題なし　

□不適切→
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 (3) 柱の断面検定表
	14) 設計用応力（M, N, Q）と応力図が整合しているか。
	
	□一貫計算プログラムにより自動計算

□チェック箇所→

□整合　　□不整合
	

	
	15) 曲げとせん断に対する検定比はそれぞれ1.0以下か。
	
	□一貫計算プログラム使用の場合、エラーメッセージが無く正常終了。

□チェックした構面→
□検定比は全て1.0以下

□否→
	

	
	16) 付着応力の検討に不適切なものはないか。定着長など図面の記載と整合するか（付着応力度の検討＝１次設計）。
	
	チェック箇所→

準拠資料

□：RC規準2010年版の付着検討方法

□：その他→

□特に問題なし　

□不適切→
	

	
	17) 柱の小径が、クリア高さの1/15未満の場合、[径/クリア高さ]比に応じ、断面の設計用応力度を割り増しているか（MとNまたはσtとσc）。
	
	該当する柱→

□H23告示433号の規定に応じ割増している

□不適切

	

	
	18) 耐力壁の側柱、ブレースの側柱にあって、カットオフの主筋がある場合、カットオフ位置の上下で軸力（引張力）の伝達に支障はないか。
	
	□特に問題なし　

□不適切→
	

	
	18’)柱芯鉄筋がある場合、配筋位置、配筋目的(軸筋、曲げ耐力向上)、終局曲げ耐力算定式などの扱い方針が示され、不適切なものはないか。
	
	設計方針の記述　□なし　□あり→
□特に問題なし　
□不適切→
	

	3-8 

 (4) 柱梁接合部の断面検定表
	19) 接合部のせん断耐力は、接合部の形式等に応じたκとφに基づいて計算されているか。

	
	□特に問題なし　

□不適切→

	

	
	20) 接合部の検定比は適切か。
	
	□保有水平耐力時の応力に対して検定

□一貫計算プログラム使用の場合、エラーメッセージが無く正常終了。

□チェック箇所→

準拠資料名→

□特に問題なし　

□不適切→
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 (5) 耐力壁の断面検定表
	21) 曲げとせん断に対する検定比はそれぞれ1.0以下か。
	
	□一貫計算プログラム使用の場合、エラーメッセージが無く正常終了。

□チェックした構面→
□検定比は全て1.0以下　　□否の場合→

	

	
	22) 有開口耐力壁の開口補強筋は崩壊メカニズム時の応力で検定しているか。
	
	チェック箇所→

□検定していない

□検定している；準拠した資料→□RC規準2010年版

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 □その他→

□特に問題なし　　

□不適切→
	

	
	23) ラーメンに内蔵する連層耐力壁で、その中間梁に梁型（梁幅が壁厚の２倍）を設けない場合、下記の構造としているか。

・梁型の梁主筋に見合う鉄筋を梁主筋に相当する位置に配筋する

・壁に開口部を設けない（小開口を除く）
	
	チェック箇所→
準拠資料
□：RC規準2010年版

□：その他→
□特に問題なし　

□不適切

	

	
	3-9基礎杭等計算書
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 (1) 基礎杭の計算書

A) 杭及び地盤
	1) 杭基礎の杭支持力（引抜きの場合の許容引抜耐力を含む）および直接基礎の地盤の許容支持力の算定は、法令（令93条、平13国交告1113号）に従っているか。
	
	□法令に適合　

杭の許容支持力算定式

□告示第５

□告示第６：評価機関等→

　　　地盤の許容支持力算定

□令93条

□告示第２（告示式による算定、平板載荷試験、スウェーデン式サウンディング試験）

□告示第３（セメント系固化材による改良地盤の許容支持力）

□告示第４（改良地盤の許容支持力：平板載荷試験又は載荷試験）

□不適合→
	

	
	2) 杭基礎の杭支持力（引抜きの場合の許容引抜耐力を含む）および直接基礎の地盤の許容支持力は、法令の定める数値を基に、適切に設定されているか。
	
	□特に問題なし

□不適切→
	

	
	3) 杭体に継手を設ける場合、杭体の許容耐力の評価に際して、その耐力低減に不適切なものはないか。
	
	チェック箇所→
□特に問題なし　

□不適切
	

	
	4) 液状化が予想される地盤に打設する杭について、液状化の影響を考慮しているか。
	
	チェック箇所→
□特に問題なし　

□不適切
	

	
	5) 地盤柱状図、想定地盤断面図、地形図、配置図等に基づく敷地地盤の状況が、許容支持力算定にかかる諸数値の設定に、適切に考慮されているか。
	
	□特に問題なし

□不適切→
	

	
	6) 杭の設計用軸力の算定に当たり、上部架構からの応力、基礎重量、浮力、柱と杭の偏心は適切に考慮されているか。
6’)直接基礎の場合、設計軸力に対する重心と基礎の剛心との偏心は考慮されているか。
	
	□特に問題なし

□不適切→
	

	
	7) 杭の短期水平力に対する検討に当たり、杭の応力解析方法に、不適切なものはないか。
	
	□特に問題なし

□不適切→
	

	
	8) 杭の短期水平力に対する検討に当たり、想定する地層構成、水平方向地盤反力係数が地盤調査資料に即しており、不適切なものはないか。
	
	□特に問題なし　

□不適切→
	

	
	9) 杭基礎の場合、杭の長期および短期の軸力は杭の許容支持力以下か（検定比1.0以下か）。
	
	□全ての杭の検定比≦1.0　

□検定比1.0を超える→
	

	
	10) 杭基礎の場合、杭体に生じる短期の曲げおよびせん断に対する検定比はそれぞれ1.0以下か。
	
	□全ての杭で、曲げの検定比≦1.0、　せん断の検定比≦1.0

□検定比1.0を超える→
	

	
	10’)杭体に生じる曲げモーメントは基礎梁に考慮されているか。
	
	チェック箇所→

□特に問題なし　

□不適切
	

	
	11) 杭基礎で片土圧が作用する場合、杭体に生じる長期の曲げおよびせん断に対する検定比はそれぞれ1.0以下か。
	
	□全ての杭で、曲げの検定比≦1.0、　せん断の検定比≦1.0

□検定比1.0を超える→
	

	
	12)フレーム外基礎の設計方針が示され、その検討内容に不適切なものはないか。
	
	チェック箇所→

□特に問題なし　

□不適切
	

	
	13) 直接基礎の場合、長期および短期の荷重により地盤に生じる応力は、地盤の許容支持力以下か（検定比1.0以下か）。
	
	□全ての基礎で、検定比≦1.0　

□検定比1.0を超える→
	

	
	14) 直接基礎の場合で、接地面下部層に軟弱な粘土質地盤がある場合、当該層への影響を考慮しているか（例えば、相対沈下量は許容値以内か。許容値を超える場合は、上部構造にひび割れなどの支障の生じないことを確認しているか）。
	
	チェック箇所→

□特に問題なし　

□不適切
	

	
	15) 塔状比が４を超える建物の場合、地盤等に生じる設計応力（転倒モーメントによる軸力）を法令（平19国交告594号）に従い割り増しているか、また杭基礎の場合、転倒モーメントによる杭付加軸力の計算（転倒の有効スパン）は適切か。
	
	□法令に適合

　　□Co≧0.3の地震力による応力
　　□保有水平耐力に相当する地震力による応力
□不適合→
	

	
	15‘) 塔状比が４を超える建物の場合、地盤に生じる応力はその極限支持力以下か、また基礎杭及び地盤アンカーに生じる応力は材料強度から計算した耐力かつ地盤調査で求めた圧縮と引抜きに対する極限支持力以下か。
	
	チェック箇所→
地盤：　□応力が地盤の極限支持力以内　　□否　

基礎杭及び地盤アンカー：　

　　　　　□応力がこれらの圧縮と引抜きの極限支持力以内　　□否　
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 (1) 同

B) 基礎梁
	16) 必要な位置で断面検定しているか（端部フェース位置、中央、断面変化のハンチ端など）。
	
	□特に問題なし

□断面検定欠落→
	

	
	17) 正曲げと負曲げに対する主筋の重心位置dtは適切か。
	
	チェック箇所→

□適切　　□不適切
	

	
	18) 設計用曲げモーメントと応力図が整合しているか。
	
	□一貫計算プログラムにより自動計算

□チェック箇所→

□整合　　□不整合
	

	
	19) せん断設計のn値は妥当か。
	
	チェック箇所→

□特に問題なし　□不適切→
	

	
	20) 曲げとせん断に対する検定比はそれぞれ1.0以下か。
	
	□一貫計算プログラム使用の場合、エラーメッセージが無く正常終了。

□検定比は全て1.0以下　　□否→
	

	
	21) あばら筋の配筋が端部と中央部で異なる場合、中央部のせん断設計は適正か。
	
	チェック箇所→

□特に問題なし　□不適切→
	

	
	22) 付着応力の検討に不適切なものはないか。定着長など図面の記載と整合するか（付着応力度の検討＝１次設計）。
	
	チェック箇所→

準拠資料

□：RC規準2010年版の付着検討方法

□：その他→

□特に問題なし　

□不適切→
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 (1) 同

C) フーチング

または耐圧版
	23) 検定に用いる断面のパラメータの数値と構造図の断面の記載は整合しているか。
	
	チェック箇所→

□整合　　□不整合
	

	
	24) 断面検定に際して、フーチングまたは耐圧版に作用する応力の種類・組合せに不適切なものはないか。
	
	チェック箇所→

□特に問題なし　□不適切→
	

	
	25) 前項の応力に対する検定比は1.0以下か。
	
	□検定比は全て1.0以下

□否→
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 (2) 床版の計算書


	26) 断面検討用の荷重とその分布形に不適切なものはないか。
	
	チェック箇所→

□特に問題なし　□不適切→
	

	
	27) 端部境界条件の設定に不適切なものはないか。
	
	チェック箇所→

□特に問題なし　□不適切→
	

	
	28) 外壁から２ｍを超えて突出する片持ちスラブの場合、地震時上下動（鉛直震度≧1.0）を考慮しているか、その反力の処理に不適切なものはないか。
	
	チェック箇所→

□特に問題なし　□不適切→
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 (3) 小梁の計算書


	29) 断面検討用の荷重とその分布形に不適切なものはないか。
	
	チェック箇所→

□特に問題なし　□不適切→
	

	
	30) 端部境界条件の設定に不適切なものはないか。
	
	チェック箇所→

□特に問題なし　□不適切→
	

	
	31) 外壁から２ｍを超えて突出する片持ち梁の場合、地震時上下動（鉛直震度≧1.0）に伴う支持端側反力の処理に不適切なものはないか。
	
	チェック箇所→

□特に問題なし　□不適切→
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 (4) その他の構造耐力上主要な部分の部材の計算書

(4-1) エレベーター塔・階段等の検討
	32) 設計方針（剛性評価、本体への変形追随性、本体への力の伝達等、本体構造との関係）が記載され、その支持方式に応じた断面検討が適切に行われているか。その反力の処理は妥当か。
	
	エレベーター塔
□特に問題なし

□不適切→

階段

□特に問題なし

□不適切→

	

	(4-2) 間仕切り壁の検討
	33) 面外力に対し、ALC版の壁、コンクリートブロック造など重量の大きい間仕切り壁等の安全性について検討され、その内容が適切か。
	
	チェック箇所→

□特に問題なし　□不適切→
	

	(4-3) 屋上設置物の接合の検討
	34) 屋上に設置する機械設備等が建築構造に及ぼす影響に関する検討が行われ、その内容が適切か。
	
	チェック箇所→

□特に問題なし　□不適切→
	

	3-10使用上の支障に関する計算書
	1) 梁に関して、使用上の支障が起こらないことを、法令（平12建告1459号）に従って検討しているか。
	
	□該当しない→ min D/Ｌ=　 /   ＞1/10

□法令に則り検討している→

該当部材名：　　　　　たわみ＝１／

□未検討→
	

	
	2) 床版に関して、使用上の支障が起こらないことを、法令（平12建告1459号）に従って検討しているか。
	
	□該当しない→ mint/Ｌx=片持ち　　　　　　　　＞1/10

非片持ち　　　　　　＞1/30

□法令に則り検討している→

該当部材名：　　　　　たわみ＝１／

□未検討→
	


４．令８２条の２の規定関係
	チェック項目
	審査・判定事項
	判定結果

	
	
	記載頁
	審査・判定の経過
	判定

	4-1　特別な調査・研究に基づく構造計算
	1) 令８２条の２の規定関係で、特別な調査・研究に基づき構造計算を行っている場合、その検討内容に不適切なものはないか。
	
	特別な調査・研究の概要→

特別な調査・研究の適切性；

□特に問題なし　□不適切→
	

	
4-2層間変形角

4-3 層間変形角計算結果一覧表
	1) 層間変形角の計算方法は、法令（平19国交告594号）に従っているか。　　・非剛床の階　・ねじれ変形の生じる階

　・階高が位置により異なる階
	
	□一貫計算プログラムにより自動計算

□チェックした階→

□整合　　□不整合　　
	

	
	2) 層間変形角が1/200以下か。
	
	□層間変形角は全ての鉛直部材（柱）で1/200以下を満たす

□否→
	


５．令８２条の３の規定関係
	チェック項目
	審査・判定事項
	判定結果

	
	
	記載頁
	審査・判定の経過
	判定

	5-1　特別な調査・研究に基づく構造計算
	1) 令８２条の３の規定関係で、特別な調査・研究に基づき構造計算を行っている場合、その検討内容に不適切なものはないか。
	
	根拠法令→

特別な調査・研究の適切性；

□特に問題なし　□不適切→
	

	5-2保有水平耐力の計算

基本方針

(1)　解析方法
	1) 構造計算プログラムで保有水平耐力を計算する場合、プログラムの名称・バージョン、大臣認定の有無、使用実績が記載されているか。
	
	□許容応力度計算と一貫したプログラム

□許容応力度計算とは別プログラム

名称→　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　バージョン→

認定の有無；□なし　□あり→
	

	
	2) 保有水平耐力計算に用いる解析法の名称が記載されているか。
	
	□荷重増分法　　
□その他の方法→
	

	
	3) 解析法での部材（柱、梁、耐力壁、筋かい、床）の取り扱い方法（置換モデルの種類、曲げ・せん断・軸の各変形に対する変形モデルの種類）が記載され、それらに不適切なものはないか。
	
	取り扱い方法の記載；□あり　□なし

□特に問題なし

□不適切→
	

	
	4) 曲げ降伏ヒンジの位置は、どこに設定しているか。
	
	ヒンジの位置：□フェース　□剛域端　□節点　□その他→

上記設定の妥当性：

□適切　□不適切→
	

	
	5) 地震力の高さ方向の分布形はAi分布か。地震力の高さ方向の分布形を必要保有水平耐力分布（Qun分布）とする場合、崩壊形等が法令（平19国交告594号第四）に規定する条件を満たすか。
	
	地震力の高さ方向分布形；

□ Ai分布　□ Qun分布
Qun分布の場合；

□崩壊形等が法令の条件を満たし分布形として適切
□満足せず不適切→
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(2)モデル化の

考え方
	6) 袖壁付き柱、直交壁付き柱の剛性と耐力に関する考え方に不適切なものはないか。
	
	□特に問題なし

□不適切→
	

	
	7) 腰壁、垂壁、床スラブ付き梁の剛性と耐力に関する考え方に不適切なものはないか。
	
	□特に問題なし

□不適切→
	

	
	8) 開口付き耐力壁の剛性と耐力に関する考え方に不適切なものはないか。
	
	□特に問題なし

□不適切→
	

	
	9) 基礎バネを設ける場合、その設定根拠が記載されているか。バネ値が１次設計用のものと整合しており、不適切なものはないか。
	
	□基礎に鉛直バネを設けない：ピン

□基礎バネ設定に準用した資料名→

１次設計と２次設計のバネの整合；

□整合　□不整合→　

バネの評価；

□適切　□不適切→
	

	
	10) １次設計で立体フレームモデル、２次設計で疑似立体または平面フレームモデルとする場合、２次設計で立体架構としての地震時挙動の影響を評価しているか。また、その内容に不適切なものはないか。
	
	□特に問題なし

□不適切→
	

	
	11) 上記6)から10)のモデル化に疑問がある場合、構造上安全側の対応策がとられているか。
	
	上記6) から10) が「不適切」の場合；

□設計者の対応策は構造上安全側の対応策である

□否→
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(3)保有水平耐力

の決定条件
	12) 保有水平耐力の決定条件が記載され、その内容が法令（平19国交告594号）に則っているか。否の場合、その根拠が示され、内容に不適切なものはないか。
	
	保有水平耐力の決定条件；

□法令に適合

□不適切→
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 部材の終局強度

一覧
	1) 全架構の部材の終局強度が記載されているか。その数値に不適切なものはないか。
	
	□一貫計算プログラムにより自動計算

□全架構の部材の終局強度が記載されている

数値の妥当性；確認した部材名称→

□適切　　□不適切→

□未記載の部材がある→

□適切　　□不適切→
	

	5-4構造特性係数

の算定
(1)崩壊メカニズム時ヒンジ図
	1) Ds算定用として全架構の崩壊メカニズム時ヒンジ図があるか。
	
	□全架構のDs算定用ヒンジ図あり

□欠落あり→
	

	
	2) 崩壊メカニズムが形成されているか。また、その形成状況はどのようなものか。
	
	崩壊メカニズムの形状→

□未形成→
	

	5-4 

(2)部材種別　　

パラメータ
	3) 部材種別を判定するに必要十分なパラメータ（ho, σo, pt,τu）が出力されているか。
	
	□一貫計算プログラムにより自動計算

□必要十分なパラメータが出力されている
□不足がある→
	

	
	4) 柱（袖壁付き柱を含む）、梁（腰壁、垂れ壁付き梁を含む）、耐力壁の部材種別を判定するパラメータの計算に不適切はないか。
	
	□黄色本2015年版に従い一貫計算プログラムにより自動計算

□不適切→
	

	
	5) 耐力壁の付帯柱の寸法が小さい場合（断面積＜st/2、または最少径＜(√(st/3), 2t)の場合）、耐力壁の部材種別の判定に壁式構造のτu/Fcを用いているか。
	
	□黄色本2015年版に従い一貫計算プログラムにより自動計算
チェック箇所→

□用いており、特に問題なし　

□不適切
	

	5-4 

(3)部材種別
	6) 全架構の崩壊メカニズム時部材種別図があるか。
	
	□全架構の部材種別図あり

□欠落あり→
	

	
	7) 部材種別の判別は法令（昭55建告1792号、平19国交告596号）に従い設定されているか。崩壊メカニズム時ヒンジ図と部材種別パラメータを参照。
	
	□一貫計算プログラムにより自動計算

□抜き取り確認した部材の名称；

□政令に従い設定

□否→
	

	
	8) 未崩壊層がある場合、未崩壊層の部材種別判定はどのようにしているか。
	
	未崩壊層→
□判定の仕方→
□特に問題なし　□不適切→
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(4)Ds値
	9) Dsは法令（昭55建告1792号、平19国交告596号）に従い、設定しているか。
	
	□一貫計算プログラムにより自動計算

□政令に従い設定

□否→
	

	5-5 保有水平耐力の算定

(1)保有水平耐力時部材応力
	1) 全架構の保有水平耐力時（あるいはDs算定時）の部材応力が記載されているか。
	
	□全架構の記載あり

□欠落あり→
	

	
	2) 保有水平耐力時（あるいはDs算定時）の部材応力は部材の終局強度以下となっているか。

	
	□一貫計算プログラム使用の場合、エラーメッセージ等が無く正常終了。
□チェックした部材→

□部材の応力はその終局強度以下　　　　□否→
	

	
	3) 各方向の鉛直部材のせん断力の合計は、保有水平耐力と一致するか。上記、１）と2)でDs算定時の応力図が記載されている場合、鉛直部材のせん断力の合計は、保有水平耐力を上回るか。
	
	□一貫計算プログラムにより自動計算

□チェックした階→　　　　　方向→

□一致する

□否→せん断力の合計=　　　　　保有水平耐力=　
	

	5-5 

(2) QuとQunの比較
	4) Fesの値の算定に際して、非構造部材に分類したRC壁の剛性を考慮した場合と無視した場合の双方について、剛性率を算定し安全側の値としてFsを評価しているか。

	
	□左記の方法で Fsを評価

□否→
	

	
	5) Fesの値の算定に際して、非構造部材に分類したRC壁の剛性を考慮した場合と無視した場合の双方について、偏心率を算定し安全側の値としてFeを評価しているか。

	
	□左記の方法でFe を評価

□否→
	

	
	6) Ds、Fes、Quｄ、Quｎの値に計算の誤りはないか。
	
	□一貫計算プログラムにより自動計算

□チェックした階→　　　　　方向→
□適切に計算　　　□誤りがある→
	

	
	7) Qu/Qunは1.0以上か。
	
	□一貫計算プログラム使用の場合、エラーメッセージが無く正常終了。

□Qu/Qun は全ての階で1.0以上である     □否→

	

	
	8) Qu/Qunは正負両方向に関して判定されていること。一方向のみの場合には、根拠が記載され、その内容に不適切なものはないか。
	
	□正負両方向に関して判定されている

□一方向のみ

□特に問題なし　□不適切　理由→
	

	5-6

(1)保有水平耐力時の部材状態の検証
	1) 部材がせん断破壊した場合の取り扱いに不適切なものはないか。

	
	せん断破壊した場合の取り扱いの概要；
	

	5-7 
せん断力に対する検討（せん断に対する保証設計）
(1)柱、梁、耐力壁


	1) せん断に対する保証設計は、Ds時と保有水平耐力時の水平力分布形が異なる場合、両者に対して行っているか。
	
	□特に問題なし　

□不適切　
　　□Ds時の応力に対する検討が欠落

　　□保有水平耐力時に対する検討が欠落
	

	
	2) 各部材のせん断力割り増し係数は法令（平19国交告594号第四　三のハ）に従い設定されているか。
	
	□政令に準拠
□否→
	

	
	3) 各部材の終局せん断強度は要求値以上か。
	
	□一貫計算プログラム使用の場合、エラーメッセージが無く正常終了。

□チェック箇所→

□要求値を満たす　 □否
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(2)柱梁接合部
	5) 保有水平耐力時に柱梁接合部に作用するせん断力に対する検討がなされ、その内容に不適切なものはないか。
	
	チェック箇所→

準拠資料名；

□特に問題なし　□不適切
	

	
	6) 柱梁接合部のせん断補強筋の仕様規定を満足しているか。

　・補強筋径（φ9かD10以上）　・補強筋比≧0.2%

　・間隔≦150mmかつ[隣接柱のせん断補強筋間隔]x1.5
	
	チェック箇所→

□特に問題なし　

□不適切
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 柱と梁の付着割裂破壊に対する検討
	1) カットオフ筋のある部材について検討がなされ、その内容に不適切なものはないか（通し筋：せん断の保証設計に荒川式で検討の場合、付着割裂破壊の検討は不要）
	
	チェック箇所→

準拠資料

　　□：RC規準2010年版の付着割裂破壊の検討方法

　　□：RC造靱性保証型耐震設計指針の検討方法（6.8節）
□：その他→
□特に問題なし　

□不適切
	


６．令８２条の４の規定関係
	チェック項目
	審査・判定事項
	判定結果

	
	
	記載頁
	審査・判定の経過
	判定

	6-1 使用構造材料一覧表
	1) 屋根ふき材及び屋外に面する帳壁にガラスを使用している場合、ガラスの種類が記載されているか。
	
	□該当なし

□記載あり　□記載なし
	

	6-2 荷重外力計算書
	1) 屋根ふき材及び屋外に面する帳壁に対する風圧力が、法令（平12建告1458号）に従い、設定されているか。
	
	□該当なし

□法令に準拠し適正に設定　□不適正→
	

	6-3 屋根葺き材等計算書
	1) 前項の力によってガラスに生じる力が許容耐力を超えないことを確かめているか。
	
	チェック箇所→

□確かめている　□確かめていない
	

	
	2)高さ31ｍを越える建築物の場合、帳壁が層間変形角1/150に対して脱落しないことを確認しているか。
	
	□該当しない

□該当する

　　チェック箇所→

□確かめている　□確かめていない
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